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作権法など組織犯罪やテロとは全く無縁
で、未然防止が必要とは考えられない多く
の犯罪について共謀罪をつくることは本当
にテロ対策でしょうか」と発言している。
　ケナタッチ、海渡ともに市民社会に対す
る監視が強まるとして懸念を表明した。海
渡が基地反対運動の取り締まり強化を問題
視したのと呼応するように、ケナタッチは
「安全保障に関わる分野で活動するNGO
（非政府組織）の活動に影響を及ぼす懸念
がある」と記している。
　ケナタッチは6月はじめに日弁連のシン
ポジウムにインターネット中継で参加し、
書簡を送った意図について「私の友人が、
手綱やくらなどの安全装置を使わずに馬に
乗ろうとしているようなものだ。友人に落
馬の危険があるということを伝える義務が
あると思った」と述べている。
　もっとも、他国に親切に「忠告」する前
に、自分の国であるマルタですることがあ
るだろうと主張するのは衆院法務委員会に
参考人として出席した弁護士の木村圭二郎
だ。木村はツイッターでこうつぶやいた。
　「彼（ケナタッチ）の国では、マルタな
んですけども、日本よりもはるかに広い結
社罪が規定されてまして、まずは自分の国
のことを問題にすべきだと思いますね」

ケイ「表現の自由」に強い懸念

政府に圧力かける「特別報告者」

　ケナタッチだけでない。国連人権理事会
の「表現の自由」に関する特別報告者、
デービッド・ケイも6月12日の同理事会へ
の報告で、日本政府による報道機関への圧
力などに関して、強い懸念を表明した。
　「特に懸念しているのは、日本政府当局
者からメディアへの直接的あるいは間接的
な圧力、一部の歴史問題に関する限られた
言論の空間、安全保障分野に関する情報へ
のアクセス制限だ」とケイは述べた。さら
に、ケイは放送法や日本の記者クラブ制
度、学校教科書の慰安婦問題の取り扱いに
も疑問を表明した。
　国連人権理事会に任命される特別報告者
は、国連とは独立した個人の資格で活動し
ている。特別報告者としては表現の自由の
ほか、プライバシーなどを対象に、3月の
時点で39人が任命され活動している。国
連を使って日本政府に圧力をかけようとす
る弁護士らはこの特別報告者に働きかけ、
人脈を築いていった。
　特別報告者の報告のなかで、いまでも悪
名高いのが慰安婦を「性奴隷」と認定し、
世界に広がった慰安婦問題をめぐる誤解の
根拠を作ったラディカ・クマラスワミだ。
　特別報告者の主張は「必ずしも国連の
総意を反映するものではない」（国連事
務総長のアントニオ・グテレス）。それ
でもクマラスワミ報告がそうであったよ
うに、左翼の弁護士らは“国連のお墨付
き”を得たと宣伝する。クマラスワミの
調査はずさん極まりなく、証言した元慰
安婦の身元すら不確かで、なかには名前
すら不完全なケースもあった。証言内容
もいい加減で、大阪、熊本で働かされた
という証言をした「元慰安婦」もいた。
日本内地には慰安所はなかったにも関わ
らずだ。

日本批判の「国連信仰」から脱却せよ
日本の防衛オピニオン 防衛問題特別取材班第36回

日独は未だに「旧敵国条項」

国連は今も左翼活動の拠点

　日本には「国連信仰」が存在する。国連
を「大戦への反省から国際社会が平和のた
めに創設した国際秩序維持機関」（朝日新
聞社説）として位置づけ、国連安全保障理
事会常任理事国入りを目指してきた。一昔
前には、自民党幹事長を務めた小沢一郎が
国連による集団安全保障を唱え、自衛隊の
国連軍参加は合憲との立場を打ち出した。
　さすがにいまはこうした議論は下火に
なったが、いまだになくならないのが国際
連合憲章にある旧敵国条項だ。国連を創設
した国々の敵国だった国、つまり日本やド
イツがそうだ。日本政府は削除を求めてい
るが実現していない。日本を「敵国」のま
まにしておきたい国連は、左翼の活動拠点
でもあった。
　慰安婦問題が世界に広がったのは弁護
士、戸塚悦朗が国連の委員会に参加し、
「性奴隷説」を広めたからだった。こうし
た風潮はいまでも続いており、なかでもお
門違いな日本批判を展開しているのが国連
特別報告者だ。

ケナタッチと海渡雄一が通底

日弁連シンポにネット参加

　「プライバシーや表現の自由を制約する
恐れがある」
　「テロ等準備罪」を新設する改正組織犯
罪処罰法について、見直しを求めたのがプ
ライバシーに関する特別報告者のジョセ
フ・ケナタッチだ。ケナタッチはマルタ出
身。IT法の専門家で、経歴をみても日本と
はほとんど関係がない。にもかかわらずケ
ナタッチは日本政府に問い合わせることな
く5月18日付で同法を批判する書簡を送っ
た。ではケナタッチはどうやって情報収集
したのか。
　6月14日付産経新聞によると、ケナタッ
チが日本政府に送付した書簡は、日本弁護
士連合会（日弁連）の「共謀罪法案対策本
部」副本部長を務める弁護士、海渡雄一が
国会などで発言した内容と似ている点があ
るという。海渡は社民党の福島瑞穂の事実
婚の夫である。
　たとえば、ケナタッチは同法に関して
「森林法、著作権法等、組織犯罪やテロと
全く無関係に思われる犯罪について適用可
能である」と記した。海渡も5月16日の衆
院法務委員会で、「森林法、所得税法、著

放置すれば「事実」として拡散

慰安婦問題､米教科書に記載

　ケイの報告でも似たようなところがあ
る。ケイは沖縄における反米軍基地運動の
デモ規制を問題視した。ところが、ジュ
ネーブでケイに直接話を聞いた沖縄県名護
市出身の専門チャンネルキャスター、我那
覇真子はフェイスブックで次のように報告
した。
　「（ケイは）僕のレポートは沖縄がメ
インではなく、一部に過ぎない─と前置
きして今回の調査では沖縄に行っていな
いし、これからも行く予定はないと答え
ていました」
　ケイの報告に危機感を覚えた保守系学
者からなる「不当な日本批判を正す会」
（会長・東北大名誉教授、田中英道）は
「アカデミックな分析に著しく欠ける」
と批判し、放置すれば「第2の『クマラス
ワミ報告』になってしまう」との声明を
まとめた。
　日本政府はケイに反論したが、報告はこ
のままでは“事実”として国際社会に拡散
されることになるだろう。すでに韓国政府
代表団は、ケイが学校教科書での慰安婦問
題の扱いに政治の影響に関する懸念を示し
たことについて、「日本政府が特別報告者
の勧告に特別の注意を払うことを望む」
と、便乗している。
　慰安婦問題を放置すると、とんでもない
ことになるのは米教科書で「経験済み」
だ。米カリフォルニア州ロサンゼルス市な
どの公立高校で使用されている世界史の教
科書には慰安婦問題でこんな記述がされて
いる。
　「日本軍は慰安所で働かせるために、約
20万人の14歳～20歳の女性を強制的に募
集、徴集した」、「逃亡を企てて殺害され
る慰安婦もいた」、「戦争の終結に際し、
この活動をもみ消すために多数の慰安婦が
殺害された」
　問題の教科書は、米大手教育出版社、マ
グロヒルが出版した。極め付きは次のくだ
りだ。
　「日本軍は、部隊に対し、天皇からの贈り
物であるとして、これらの女性を提供した」

根拠を失った慰安婦問題

日本の子供､米でいじめ

　慰安婦問題の国際的な広がりを懸念する
保守系などからなる「慰安婦の真実国民運
動」は、国連人権理事会に対し、クマラス
ワミ報告の信ぴょう性を検証するため、特
別報告者を日本に派遣するよう要請した。
国民運動幹事の拓殖大客員教授の藤岡信勝
はクマラスワミ報告の基となった故・吉田
清治の証言について「すでに根拠を失って
いることが立証されている」と指摘する。
吉田清治とは自らが「朝鮮人狩の張本人で
ある」と名乗り出た人物で、約8000人を
強制連行し、その中には900人の慰安婦も
含まれると“告白”した。吉田はその「謝
罪」のため、韓国・天安市の国立墓地の一
角に昭和58年12月、「謝罪碑」を建立。

シリーズ

日本が危ない！日本が危ない！

自ら「謝罪碑」の前で土下座した。
　朝日新聞はこの吉田の行動を「たった一
人の謝罪」と報じた。ところが、吉田の証
言は「虚偽」であることが判明し、朝日新
聞も平成26年8月5日付で、慰安婦に関す
る過去の報道を検証する記事を掲載し、関
連記事を取り消した。吉田の息子は「父の
“謝罪”から広まった慰安婦問題が日韓関
係の大きな障害となり続けている。なんと
かしたい」と、元自衛官で南西諸島安全保
障研究所所長の奥茂治に相談を持ちかけ
た。奥は単身、韓国に渡り、韓国語で「慰
霊碑
吉田雄兎（吉田清治の本名）日本国
福岡」と刻んだ新たな碑文に張り替えた。
　藤岡によると、米国では不当に建てられ
た慰安婦像などにより「日本の子供たちが
いじめと差別を受けている」といい、理事
会に対応を訴えた。

特別報告者に強い関与示せ

国連を「反日の場」にするな

　国民運動の派遣団がジュネーブで行った
イベントでは、日本人以外の参加者から
「韓国軍だって慰安所を利用している。な
ぜ日本がそんなに責められるのか」といっ
た意見も出たという。
　こうした声に押され、外務省は6月15日
の自民党の会合で、特別報告者の選考過程
への関与を強める方針を示した。特別報告
者は各国の駐ジュネーブ大使らで構成する
グループが実質的に選考しているため、こ
のグループへの加入を検討するという。
もっとも、日本政府がどこまで直接的な働
きかけをしているかは疑問だ。むしろ民間
のほうが積極的に動いている。
　ジュネーブでの会合に出席したある参加
者は、ケイに対し、米軍普天間飛行場（沖
縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設に
抗議活動を展開中、傷害などの罪で起訴さ
れた被告、山城博治が防衛省沖縄防衛局の
職員に暴力を振るう動画をみせた。ケイは
驚いた様子で、動画に見いっていた。
　山城はジュネーブで、シンポジウムに参
加し、各国のNGOやメディア関係者に
「私たちへの不当な処遇は政府の圧政にあ
がらう県民への見せしめであり、恫喝であ
ることは言うまでもない」と訴えた。沖縄
タイムスの記者も発言し、沖縄の地元紙で
ある同紙と琉球新報は「日本政府から言葉
による攻撃を受けている」と主張した。本
来なら“共闘”してもいいはずのケイが山
城に同調することはなかった。事前に暴行
を働く動画をみせられたことが影響したか
もしれない。山城は動画について参加者か
ら質問されると「私は日本一のテロリスト
のように喧伝されている」とはぐらかした
だけだった。
　ジュネーブでの国連人権理事会に参加
した我那覇真子は帰国後の報告会で「こ
れ以上、左翼の人たちに国連を『反日の
場』として利用させることは許さない」
と強調した。
　こうした気概を持ち、活動を粘り強く続
けると同時に、われわれ日本人は一刻も早
く「国連信仰」から脱却するべきであろ
う。（敬称略）

今も日本やドイツを「旧敵国条項」とする国連憲章は残されたままだ。お門違いの日本批判を
国連特別報告者は展開している。このまま国連を「反日の場」としてはならない。


